
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

石狩市の財政 ２０１１ 
 

 

石 狩 市 



はじめに 
 

この「石狩市の財政」は、市民の皆様が「財政」というものを考える際の補

助資料として活用していただくことを目的に発行しているものです。 

 本市では平成１９年度より５年間で収

支バランスの均衡を図る「石狩市財政再建

計画」を策定し、財政構造改革を今まで以

上に強力に推し進めております。 

今後の市の財政状況を考える上で本資料

が参考となればと思いますので、是非ご一

読下さい。 
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１ 地方公共団体の会計区分 
 

図１ 石狩市会計区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）一般会計 

地方公共団体の会計は、大きく分けて「一般会計」と「特別会計」２つに区分されます。

このうち、一般会計は、市の会計の中心となる会計で、福祉や教育など行政運営の基本的な

経費を計上した会計です。 
 

（２）特別会計 

特別会計は、地方公共団体が特定の事業を行う場合、特定の収入で特定の支出にあて、

一般会計と区分して経理する必要がある場合に設置するものです。なお、特別会計の設置

については、法令に義務付けられているものを除き、すべて条例によらなければならない

とされています。 

本市では、国民健康保険事業特別会計、国民健康保険診療所特別会計、老人保健特別会

計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別会計、介護サービス事業特別会計、土地

取得特別会計、水道事業会計、公共下水道事業会計、特定環境保全公共下水道事業特別会

計、個別排水処理施設整備事業特別会計の 11の特別会計を設置しています。 

 

・国民健康保険事業特別会計 
・国民健康保険診療所特別会計 
・老人保健特別会計 ※H23 年度から廃止 
・後期高齢者医療特別会計 
・介護保険事業特別会計 
・介護サービス事業特別会計 
 

・水道事業会計（法適用） 
・公共下水道事業会計（法適用） 
・特定環境保全公共下水道事業特別会計（法非適用） 
・個別排水処理施設整備事業特別会計（法非適用） 
※H22 年度から簡易水道事業特別会計（法非適用）は水道事業会計へ統合 

・土地取得特別会計 

石狩市の会計区分 

 

・一般会計 
（1） 

（2） 

（Ａ） 

（Ｂ） 
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ア 法令に義務付けられているもの 

国民健康保険事業特別会計、国民健康保険診療所特別会計、老人保健特別会計、後

期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別会計、介護サービス事業特別会計 
 イ 市の条例で設置しているもの 

土地取得特別会計、水道事業会計、公共下水道事業会計、特定環境保全公共下水道

事業特別会計、個別排水処理施設整備事業特別会計 

  

（2）-1 公営企業会計 

特別会計のうち、公営企業会計とは、当該事業にかかる経費を主に使用料等の収入でまかな

って住民サービスを提供するための特別会計です。 
 公営企業とは、地方公共団体の経営する企業を指し、地方公営企業法の適用される法適用企

業とそれ以外の法非適用企業とに分かれます。 
法適用企業においては、民間企業と同様に、賃借対照表等の財務諸表を用いた企業会計方式

で経理が行われます（本市では、水道事業会計と公共下水道事業会計が該当いたします）。 
法非適用企業においては、一般会計同様に、官庁会計方式で経理が行われます（本市では、

特定環境保全公共下水道事業特別会計、個別排水処理施設整備事業特別会計が該当します）。 
 

（Ａ）普通会計 

上記の区分方法は、収入の性質において会計を区分しておりますが、経理の区分けは、個々

の地方公共団体ごとに異なります。そこで、全国的な統計や団体間の財政比較を行えるように、

全国で統一的に用いるものとして、普通会計・公営事業会計という会計区分があります。 
普通会計は、一般会計と公営事業会計に属さない特別会計（本市では土地取得特別会計が該

当）からなっており、教育・社会福祉、土木、消防等自治体の行政運営の基本的な経費が計上

されます。 
 
 

（Ｂ）公営事業会計 

公営事業会計とは、地方財政法等の規定により、特別会計を設けてその経理を行う必要のあ

る、公営企業や事業（水道や下水道など）に係る会計です。 
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２ 平成２２年度普通会計決算の概要 
 

 

（１）歳入 

市民生活の向上のために様々な仕事（事業）が行われていますが、それを支えるためには、

財源が必要となります。財源には市民税や固定資産税などの市税、自治体の財政力に応じて交

付される地方交付税、国や道からの補助金、借入金である市債などがあり、平成２２年度普通

会計の決算額は表１のとおりで、図２は科目別割合を示しています。 
 
表１ 平成２２年度普通会計歳入決算額 

（単位：千円）

歳 入 科 目 決 算 額 前 年 比 歳 入 科 目 決 算 額 前 年 比

市 税 7,799,016 ▲ 1.4 交通安全対策特別交付金 13,017 ▲ 7.1

地 方 譲 与 税 379,391 ▲ 2.6 分 担 金 及 び 負 担 金 207,074 ▲ 1.7

利 子 割 交 付 金 21,997 ▲ 4.3 使 用 料 及 び 手 数 料 416,982 ▲ 2.1

配 当 割 交 付 金 5,556 28.1 国 庫 支 出 金 3,769,161 ▲ 8.2

株式等譲渡所得割交付金 1,789 ▲ 5.9 道 支 出 金 1,507,374 20.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 65,670 1.4 財 産 収 入 79,794 17.1

地 方 消 費 税 交 付 金 603,652 ▲ 0.2 寄 附 金 511 ▲ 64.2

自 動 車 取 得 税 交 付 金 73,247 ▲ 3.6 繰 入 金 20,399 88.6

国有提供施設等所在市町村
助成交付金

3,944 4.3 繰 越 金 565,413 39.2

地 方 特 例 交 付 金 等 102,886 16.9 諸 収 入 6,255,675 ▲ 6.0

地 方 交 付 税 7,474,596 4.7 市 債 2,482,500 20.2

合 計 31,849,644 1.1
 

※資料：平成２２年度決算統計 
 
 図２ 平成２２年度普通会計歳入決算額における科目別割合 
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皆さん、２ページの表やグラフを見て、諸収入の金額が異常に多いのに気

付かれましたか？これは、石狩市土地開発公社の金利負担を軽減することを

目的に、年度当初に多額の無利子貸し付けを行い、年度末に貸付金額と同額

を回収しているためです。この金額は、５６億１，８００万円あることから、

実質の歳入決算額は、３１８億４，９６４万４千円から５６億１，８００万

円を差し引いた２６２億３，１６４万４千円となり、３ページの図２も次の

参考図のようになります。 

 

（参考図） 平成２２年度普通会計歳入決算額における科目別割合 

（貸付金の年度内回収分を除く） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語解説：平成２２年度における市の歳入科目 

 

歳入科目名 内            容 

１ 市税 

 

所得税など国が課税する国税に対し、市の課税権により主に

市民の皆さんから市に納めていただく税です。 

本市には市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都

市計画税、入湯税などがあります。 

２ 地方譲与税 

 

徴収の利便性などの問題から、一旦国税として徴収され、そ

の後、一定の基準により道や市町村に譲与される税です。 

本市には、自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税、特別とん

譲与税があり、人口規模や市町村道の面積・延長、外国貿易船

のトン数などを基準として配分し譲与されます。 

 

諸収入 2%

その他 10%
道支出金 6%

国庫支出金 14%

地方交付税 29%
市債 9%

市税 30%
市税

諸収入

地方交付税

市債

国庫支出金

道支出金

その他
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３ 利子割交付金 

 

銀行預金利子などの利子等にかかる住民税については、金融

機関等を通じて道民税利子割として課税されています。この税

収から、道が取扱費として５％を控除した残りの 95％のうち５

分の３がその市町村の個人道民税の額を基準に市町村に交付さ

れます。 

４ 配当割交付金 

 

道民税として、平成 22年１月１日以降に支払われる株式など

の配当金について課税され、一定相当額が交付されます。 

５ 株式等譲渡所得割

交付金 

 

道民税として、平成 22年１月１日以降に発生する株式などの

譲渡益について課税され、一定相当額が市町村に交付されます。 

６ ゴルフ場利用税交

付金 

 

ゴルフ場利用税は、ゴルフ場の利用者に課される税金で、道

が収納したゴルフ場利用税の 70％が、ゴルフ場所在の市町村に

交付されます。 

７ 地方消費税交付金 

 

私たちが買物などをしたときは、お店に５％の消費税を納め

ますが、このうち国の消費税率は４％で、残りの１％が地方消

費税として道の収入となります。この税収のうち 50％が国勢調

査の人口と事業所統計の従業者数を基準に市町村に交付されま

す。 

８ 自動車取得税交付 

  金 

 

自動車取得税は、自動車の取得に対して課される税金で、こ

の税収から、道が取扱費として５％を控除した残りの 95％のう

ち 70％が市道の面積や延長を基準に市町村に交付されます。 
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９ 国有提供施設等所

在市町村助成交付

金 

 

自衛隊が使用する演習場等の用に供する固定資産が所在する

市町村に対して国から交付されます。 

10 地方特例交付金等 

 

 

国から市町村へ交付されるもので、次の３種類があります。 
 
・児童手当及び子ども手当特例交付金 

平成 18 年度及び平成 19 年度の児童手当の制度拡充及び平

成 22 年度の子ども手当の創設等に伴う地方負担の増加に対

応するため、当分の間の措置として交付されるものです。 
・減収補てん特例交付金 

平成 20 年度から設けられた交付金で、税源移譲により、所

得税で控除しきれない住宅ローン控除額を住民税から控除す

ることになったことに伴い生じる減収を補てんするため、当

分の間の措置として、交付されるものです。 
（平成２１年度～２３年度にあっては、自動車取得税の収入

の減少に伴う市町村の自動車取得税交付金の減収額の一部を

埋めるための交付金も該当します。） 
11 地方交付税 

 

市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行

政水準を保つために国から交付される交付金です。国税３税（所

得税及び酒税の 32％、法人税の 35.8％）に消費税の 29.5％、

たばこ税の 25％を加えた５税が原資となっています。 

12 交通安全対策特別

交付金 

 

市町村が道路交通安全施設の整備を行う経費にあてるため、

交通反則金を市町村の交通事故発生件数等を基準に配分し交付

されます。 

 

 

 

 

13 分担金及び負担金 

 

分担金は、市が一部または特定の者に対し、特に利益のある

事務事業を行う場合に、その必要な費用に充てるため、利益を

受ける者から徴収するお金です。（例：土地改良事業分担金） 

一方、負担金も一定の事務事業について、特別の利害関係が

ある人から、その事業に必要な経費を受益の受ける程度に応じ

て市が課する金銭的な給付です（例：保育所負担金）。 
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14 使用料及び手数料 

 

 

使用料は、市が所有し、または管理している施設を利用する

時に、市に納付されるお金です。納付された使用料は、その施

設を維持、管理するための経費の財源となります。 

手数料は、市が特定の人のために行う行政サービスの対価と

して市に納付されるお金です。納付された手数料は、その行政

サービスを行うための経費の財源となります。 

15 国庫支出金 

 

 

市が行う事務事業に対し、その財源の一部または全部として

国から使途を特定されて交付される収入です。 

16 道支出金 

 

市が行う事務事業に対し、その財源の一部または全部として

道から使途を特定されて交付される収入です。 

17 財産収入 

 

市が所有する財産等を貸し付けることによって生じる対価や

基金の運用利息等の財産運用収入と、市の財産を譲渡すること

などにより生じる財産売払収入とがあります。 

18 寄附金 

 

市に対する金銭の無償譲渡で、使途を特定しない一般寄附金

と使途を特定した指定寄附金とがあります。 
 また、平成 20 年度から生まれ故郷や応援したい地方公共団体

に寄附する「ふるさと納税」制度開始により、使途を特定する

又は特定しない「ふるさと応援寄附金」が創設されました。 

19 繰入金 

 

普通会計の場合においては、各種基金を取り崩して普通会計

に繰り入れられるお金です。 

20 繰越金 

 

前年度の決算で生じた余剰金を、翌年度の歳入に編入すると

きの収入です。 
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21 諸収入 

 

他のどの歳入科目にも含まれない収入をまとめた科目の名称

で、延滞金、預金利子、貸付金元利収入、雑入などがあります。 

22 市債 

 

市が社会資本の整備等を行うために必要な財源を調達するた

めの債務です。また、近年は国や地方公共団体の財源不足や、

減税による財源の減少を補てんするために地方債を発行するこ

ともあります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国からの収入：地方譲与税、国有提供施設等所在市町村助成交付金、 

地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、 

国庫支出金 
２ 北海道からの収入：利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金、 

自動車取得税交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、道

支出金 
３ 主に市民からの収入：市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、 

寄附金、諸収入 
４ その他の収入：繰入金、繰越金、市債 

 

（質問）：平成２２年度の歳入科目を、国、北海道、市民からの収入に

分類すると、どうなりますか。 

 

（回答）：大まかに分類すると、次のとおりになります。なお、繰入金、

繰越金、市債については、お金のやりくりのための収入であることか

ら、「その他の収入」として分類しています。 
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用語解説：歳入の分類 

 

ア 自主財源と依存財源 

   市に入ってくるお金の調達方法に着目した分類で、市が自主的に収入できる財源が自主

財源、国または道の意思で定められた額を交付されたり、割り当てられたりする財源が依

存財源です。自主財源の割合が高いほど、市が自主的に財政活動を行うことができます。 

  

 

（ア）自主財源：市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、 

繰入金、繰越金、諸収入がこれに該当します。 

 

 

 

 

 

（イ）依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴ

ルフ場利用税交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、国有提供

施設等所在市町村助成交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対

策特別交付金、国庫支出金、道支出金、市債がこれに該当します。 

 

 

 

 

 

イ 一般財源と特定財源 

   市に入ってくるお金の使途が特定されているか否かに着目した分類で、財源の使途が特

定されないものが一般財源、財源の使途が特定されているものが特定財源です。一般財源

の割合が高いほど、弾力的な財政運営を行うことができます。 

 

（ア）一般財源：市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付

金、ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、国有提供施設等

所在市町村助成交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、財産

収入、寄附金、繰越金がこれに該当します。 

 

（イ）特定財源：分担金及び負担金、使用料及び手数料、国庫補助金、道支出金、繰入金、

諸収入、市債がこれに該当します。 

 

※使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入、市債等については、

その収納した目的、性格等によって一般財源にも特定財源にもなりえます。 
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（２）歳出 

本市の予算がどの分野にどれだけ配分されているかを知るために、歳出をその行政目的別に

分類したものが目的別経費（表２の左側参照）であり、また財政構造をよりわかりやすくする

ために、扶助費や公債費など歳出をその性質別に分類したものが性質別経費（表２の右側参照）

で、図３は性質別経費の科目別割合（歳入と同様に、石狩市土地開発公社への年度内回収分の

貸付金を除く）を示しています。 
 

表２ 平成２２年度普通会計歳出決算額  

●目的別経費 （単位：千円） ●性質別経費 （単位：千円）

歳 出 科 目 決 算 額 前 年 比 決 算 額 前 年 比

議 会 費 209,950 ▲ 1.3 4,264,337 3.2

総 務 費 3,737,567 9.7 3,291,276 ▲ 0.2

民 生 費 8,227,576 15.5 1,120,897 11.1

衛 生 費 2,352,469 0.4 4,360,576 28.2

労 働 費 160,907 32.9
一部事務組合に対
す る も の

1,511,519 2.1

農 林 水 産 業 費 616,319 1.3 そ の 他 1,795,396 ▲ 30.0

商 工 費 314,946 ▲ 8.0 小 計 3,306,915 ▲ 18.2

土 木 費 8,679,947 ▲ 5.3 元 利 償 還 金 3,427,887 ▲ 1.7

消 防 費 1,157,777 4.7 一時借入金利子 12,413 ▲ 61.7

教 育 費 2,294,447 ▲ 23.5 小 計 3,440,300 ▲ 2.3

災 害 復 旧 費 96,971 皆増 54,524 ▲ 50.2

公 債 費 3,440,364 ▲ 2.3 6,238,997 ▲ 4.7

合 計 31,289,240 1.1 2,566,877 7.0

2,547,570 2.2

96,971 皆増

31,289,240 1.1

歳 出 科 目

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

合 計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

投資的経費（災害復旧事業費）

投資的経費（普通建設事業費）

 

 

図３ 平成２２年度普通会計歳出決算額（性質別経費）の科目別割合 

（貸付金の年度内回収分を除く） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他 7%投資的経費 10%

補助費等 13%

繰出金 10%
扶助費 17%

物件費 13%

公債費 13%

人件費 17%

人件費

公債費

物件費

扶助費

繰出金

補助費等

投資的経費

その他

 

※資料：平成２２年度決算統計 
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用語解説：平成２２年度における市の歳出科目 

 

ア 目的別経費 

 市の経費を、行政目的によって分類したもので、市の予算及び決算において最も大きな区分

である「款（かん）」の区分を基準とした分類となっています。目的別経費では、行政分野ご

との大まかな予算の比重を知ることができます。また、議会において予算を審議する場合にも

これが使われます。 
 

歳出科目名 内            容 

１ 議会費 

 

議会の活動にかかる経費です。議員の報酬や手当、議会や

委員会の運営経費などがあります。 

２ 総務費 

 

市役所の管理・運営、情報化推進、統計調査、まちづくり、

財政運営、国際交流、広報広聴、戸籍関係事務、税の賦課・

徴収、選挙などにかかる経費です。 

３ 民生費 

 

高齢者や障がい者福祉、児童福祉、医療給付や生活保護な

ど、安定した社会生活をするためにかかる経費です。 

４ 衛生費 

 

病気予防のための各種検診、予防接種、ごみ処理、環境対

策など、健康で衛生的な生活環境を保持するためにかかる経

費です。 
 

５ 労働費 

 

失業対策や勤労者のための各種施設の設置、管理にかかる

経費です。 
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６ 農林水産業費 

 

農業、林業、水産業など、第一次産業の振興にかかる経費

です。 

７ 商工費 

 

商工業の振興、企業誘致、観光の振興にかかる経費です。 

８ 土木費 

 

道路や公園の整備、除排雪、港湾整備、都市計画、公営住

宅などにかかる経費で、公共下水道事業会計への負担金等も

含まれています。 

９ 消防費 

 

防火・消火活動、救急・防災活動、消防車両の整備などの

ための経費です。なお、石狩市の場合は、近隣の自治体と一

部事務組合を設立し、共同で事務処理を行っています。 
消防費のほとんどは、この負担金が占めています。 

10 教育費  

 

小中学校教育にかかる経費や学校、公民館、図書館、スポ

ーツ施設の建設・管理・運営、生涯学習の推進、文化財の保

護などにかかる経費です。 

11 公債費 

 

過去に借入れた市債や一時借入金の元金や利子などの償

還にかかる経費です。 
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イ 性質別経費 

 市の経費を、その経済的性質を基準として分類したものです。性質別に分類することは、市

の財政の体質を分析するうえで意義があります。分析の結果から財政運営の指針を見つけ出す

ことができます。 
 

歳出科目名 内            容 

１ 人件費 

 

職員給、議員報酬、各種委員報酬、共済組合等への負担金

など、常勤職員や非常勤の特別職の勤労の対価として支払わ

れる一切の経費です。 

ただし、道路や公園の整備など普通建設事業に携わる職員

の人件費については、普通建設事業費に区分されます。 

２ 物件費 

 

賃金や旅費、交際費、需用費（消耗品費、光熱水費等）、

役務費（通信運搬費、手数料等）、委託料など、資産として

残らない消費的な経費の総称です。 

３ 維持補修費 

 

市が管理する公共施設の効用を保全するための経費です。

建物の大規模改修等は普通建設事業費に、備品等の修繕費は

物件費に区分されます。なお、道路の除排雪経費もここに分

類されます。 

４ 扶助費 

 

市が各種の法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等）

や条例によって、お金や物品を被扶助者に提供する経費で、

生活保護費、児童手当（子ども手当）、医療費助成、就学援

助などがあります。 

５ 補助費等 

 

補助費等に区分される経費は、その支出の目的、根拠、対

象等によって多種多様です。主な経費としては、講師謝金な

どの報償費、保険料などの役務費、団体に対する負担金や補

助金等があります。 
なお、本市は、消防、港湾管理など、他自治体と共同して

事務処理を行うための一部事務組合を数多く設立している

のが特徴で、平成２２年度決算におけるこれら組合に対する

負担金の割合は、補助費等全体の４６％程度を占めていま

す。 
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６ 公債費 

 

市が借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金の償還

利子です。 

７ 積立金 

 

積立金とは、収支不足の際にその穴埋めをするための基金

や特定の目的のために設けられた基金などに積み立てるた

めの経費です。 

８ 投資及び出資金・貸付金 

 

投資及び出資金とは、公益上の必要性から、共同で事業を

行う場合、その他財政援助を目的として投資する場合や、財

団法人への出捐金として支出する場合の経費です。 

また、貸付金とは、特定の政策目的のために貸付けられる

経費で、土地開発公社貸付金などがあります。 

９ 繰出金 

 

会計間で、他の会計に支出される経費です。本市では普通

会計から特別会計に支出される経費のことです。 

10 投資的経費 

 

その支出の効果が資本の形成に向けられ、施設等が将来に

残るものに対して支出される経費をいい、次のとおり普通建

設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費があります。 
※普通建設事業費：道路の改良、公園の新設、小中学校や

図書館などの建設事業にかかる経費。 
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３ 持続可能な財政運営へ       
 

 

（１）市税 

市税収入は、平成１８年度に景気低迷による税収の伸び悩みに加え、３年に一度の固定資産

税の評価替え(※

１)の年が重なり、決算額は約７５．６億円と、ピーク時に比べて１２億円近く

も落ち込みました。 
平成１９年度は、三位一体の改革による国からの税源移譲（所得税→住民税）という制度改

正が行われたため、増収へと転じています。 

しかし、昨今の景気低迷を背景とした、企業の業績悪化による法人市民税の落ち込み、また、

個人の所得減少による個人市民税の落ち込み等が要因となり、平成１９年度決算以降年々市税

収入は減少しており、平成２２年度決算では７８億円と、前年度比１億１，０００万円の減（▲

１．４％）となりました。 

平成２３年度も景気悪化の改善する兆しは見えてこず、引き続き減収を見込んでおりますが、

収納率の更なる向上に努めるなど、引き続き税収の確保には努力していかなければなりません。 

 
図４ 市税の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      注：H23は予算ベース 

     ※資料：各年度決算統計 

 

 

 

 

 

 

固定資産税は、固定資産の価格すなわち「適正な時価」を課税標準として課税されるものです。こ

のため、土地と家屋については、３年ごとに評価額を見直す制度がとられています。 

前回は平成２１年度に評価替えが行われており、次回は来年度（平成２４年度）に行われます。 

※１ 評価替え？ 

 

市税収入の状況
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個人市民税 19.0 18.4 18.0 16.7 16.8 17.8 22.9 22.7 21.7 20.3 19.7 

法人市民税 6.0 5.5 5.9 6.3 5.3 6.3 6.7 5.7 5.2 5.3 5.2 

固定資産税 42.3 42.7 40.7 41.0 40.6 38.4 39.9 39.5 38.6 38.7 37.7 

たばこ税 6.5 6.2 6.0 5.9 5.6 5.7 5.9 6.2 6.2 6.3 6.4 

都市計画税 7.5 7.6 7.2 7.2 7.0 6.5 6.8 6.6 6.5 6.5 6.5 

その他 2.3 2.1 0.8 0.8 0.8 0.9 0.8 0.9 0.9 0.9 0.9 

市税収入計 83.6 82.5 78.6 77.9 76.1 75.6 83.0 81.6 79.1 78.0 76.4

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
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（２）義務的経費 

 義務的経費とは、法令あるいはその性質上支出が義務づけられている「人件費、扶助費（生

活保護費、医療費助成など）、公債費」の合計をいい、その歳出総額に占める割合が高いほど、

財政の硬直化が進んでいることを示します。（図５参照）。 
人件費に関しては、財政再建計画に則り、新規採用を控え職員数の適正化を図っていること

から、近年は横ばい傾向となっております。 
公債費に関しては、財政再建化計画に則り、新発債の発行を抑えていることから、減少傾向

に転じています。 
一方、扶助費に特別会計（国民健康保険事業・後期高齢者医療（老人保健）・介護保険事業）

への繰出金を加えた社会保障費（図６参照）は、急速な少子高齢化等に伴い、年々増加してい

ます。 
 

 図５ 義務的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

※資料：各年度決算統計 

 

図６ 社会保障費（扶助費＋国保・後期高齢者医療（老人保健）・介護保険・介護サ－ビ 

ス特別会計繰出金）の推移 

 

  

 
 
 

 

 

 

※資料：各年度決算統計 

１１ 
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（３）基金残高 

基金とは市の貯金のことであり、その種類には財政調整基金(※

２)、減債基金、特定目的のた

めの基金があります。これまで積立をしてきた基金も平成９年度以降の歳入不足による取り崩

しにより急激に残高が減少し（図７参照）、ほとんど底を突いている状況です。 

そこで、近年は本来特定の目的に利用する基金から一時的に借入を行い、財源不足を補って

おりましたが、平成１９年度決算以降は、基金からの借入を行わずに収支均衡を図ることが出

来ております。 

今後も引き続き基金からの繰入れに頼らなくても経営できる安定した財政運営を行えるよ

う、取り組んでいきます。 

 

 図７ 基金残高の推移 

基金残高（普通会計）の推移
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  ※資料：各年度決算統計 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●財政調整基金：災害の発生等による不時の支出の増加や経済不況による予期せぬ収入減により財

政運営が困難にならないよう、財源に余裕のある年度に積立を行うこととされて

いる基金です。 
●減 債 基 金 ：公債費の償還が毎年度の財政運営に影響を与えないよう計画的に償還するために

積み立てることとされている基金です。 
●財政運営基金：一般的に上記の２つの基金が、年度間の財源の不均衡を調整するための積立金と

なります。このため、市では財政調整基金と減債基金を合算したものを便宜上「財

政運営基金」と呼んでいます。 

※２ 財政用語解説（基金） 

 

 

注：H23は予算ベース 
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（４）市債残高 

近年続いていた市債残高の増加は、平成１７年度をピークに減少に転じています（図８参照）。

これは、平成１８年度に①公債費平準化を目的とした借換債の発行②財政再建化計画に則った

新発債発行の抑制の２本建てで公債費対策を講じた結果です。また、今後も建設事業の規模を

縮小し、新規発行を抑えていく方向であることから、この傾向は続いていきます。  
しかし、普通会計ベースの平成２２年度末の公債残高は３２２億円と、依然として高い水準

にあり、市民１人当たりにすると約５３万円の借金を抱えていることから、更なるスピードで

公債費圧縮を推し進める必要があります。 
 

図８ 市債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：各年度決算統計 

 

 

（５）実質的に市が抱えている債務の残高 

 平成２２年度末の市債残高約３２２億円（市民１人当たり約５３万円）というのは、あくま

でも市の普通会計のみの額です。これに下水道事業など他の会計の公債残高に対する普通会計

の将来負担額(※

３)を加えると約４４７億円、さらに公債費に準ずる債務負担行為(※

４)を加えると

約４５６億円にもなります。また、市が加入している一部事務組合の公債残高に対する普通会

計の将来負担額は約１８億円、石狩市土地開発公社の借入金残高は約５３億円となっていま

す。これら実際に石狩市が抱えている債務（将来負担）の額は、約５２７億円、市民１人当

たりでは約８７万円となります（表３参照）。 
 なお、国民健康保険事業特別会計は恒常的な赤字体質に陥っており、近年赤字額の増加傾向

に歯止めがかからない状況になっております。この赤字額を補てんする方法として、前年度繰

上充用金(※

５)を用いていますが、その額は約７億円になることから、この累積赤字額も実質的

な市の債務といえるでしょう。 
 

注：H23は予算ベース 
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●債務負担行為：債務負担行為とは、地方公共団体が物件を購入したり、施設の管理委託をしたりす

る場合、契約は当該年度に行いますが、その支払いなどの債務が将来にわたって発生する場合、議会

の承認をもらって複数年度の歳出を見込む行為をいいます。なお、ひとくちに債務負担行為といって

も、施設の委託料を複数年度契約するものも含みますので、表３ではこのうち公債費に準ずる債務負

担行為に係るものを載せています。 

●前年度繰上充用金：会計年度経過後、その会計年度（平成２２年度）の歳入が歳出に不足する場合

は、翌年度（２３年度）の歳入を繰り上げて、その年度（２２年度）に充てることができ、このお金

を前年度繰上充用金といいます。 

 

※４ 債務負担行為？ 

 ※５ 前年度繰上充用金？ 

●特別会計・一部事務組合の債務残高のうち石狩市の将来負担額について 

 従来は、特別会計については債務残高、一部事務組合の債務残高については、負担金の負担割

合等から持分を算定し、その額を市の債務残高として記載しておりました。しかし、平成１９年

度決算より財政再建化法の指標の１つである将来負担比率を算定する際に、特別会計及び一部事

務組合への負担金のうち、公債費として使用される額（将来負担額）を算出することになったこ

とから、本表においても、その方式を基に算出しています。 

・特別会計…繰出金のうち公債費として使われる額(準元利償還金)を算出し、そこから、準元金 

償還額（普通会計負担額）割合を算出する。 

・消防事務組合…実額負担による（構成市町村別に起債分をそれぞれで負担） 

・新港管理組合…３母体（北海道・小樽市・石狩市）で同様の算定方法により計上 

①一般会計分：組合の一般会計歳入総額に占める市（道）負担金の割合 

②港湾整備事業会計分：一般会計からの繰入金のうち元利償還金相当分×①の

割合／元利償還金総額 

・西部水道企業団…企業債の償還に対する負担はない（水道料金で賄うため） 

※３ 将来負担額？ 
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表３ 債務残高及び特別会計・一部事務組合等にする将来負担額 

 

●将来負担額

（単位：千円）

区分 内訳 年度末残高 うち石狩市債務残高 うち普通会計将来負担額

石狩市 一般会計 32,159,295 32,159,295 32,159,295

土地取得特別会計 38,200 38,200 38,200

国民健康保険診療所特別会計 17,192 17,192 17,192

介護サービス事業特別会計 245,832 245,832 245,832

水道事業会計 7,900,684 7,900,684 2,872,372

公共下水道事業会計 11,363,985 11,363,985 8,363,892

特定環境保全公共下水道事業特別会計 1,102,826 1,102,826 841,456

個別排水処理施設整備事業特別会計 177,070 177,070 151,571

小計① 53,005,084 53,005,084 44,689,810

債務負担行為に係るもの② 2,251,306 2,251,306 915,034

計③ 55,256,390 55,256,390 45,604,844

一部事務組合 石狩北部地区消防事務組合 291,467 6,348 6,348

石狩湾新港管理組合 19,636,045 3,272,674 1,800,263

石狩西部広域水道企業団 15,496,519 3,223,277 0

計④ 35,424,031 6,502,299 1,806,611

土地開発公社 借入金残高⑤ 5,574,580 5,574,580 5,300,800

計 ③＋④＋⑤ 96,255,001 67,333,269 ※52,712,255

※普通会計将来負担額：市民１人当たりでは約８７万円
 



 

 - 21 - 

４ 財政運営の健全度 
 

 
地方自治体の財政運営の健全度を図る指標として、いくつかの指標がありますが、ここでは、

次の 6 つの指標についてご説明します。 
 

（１）財政健全化指数（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質

公債費比率・将来負担比率） 

 平成１９年度決算から、「地方公共団体の財政健全化に関する法律（以下財政健全化法）」に

基づき、新たな４つの指標を算定し、その数値を公表することになりました。 
４指標については、各市の標準財政規模(※

６)に応じて「早期健全化基準（イエローカード）」・

「財政再生基準（レッドカード）」の率が定められており、この基準を超えてしまうと、健全

化計画の策定や外部監査の義務付けなど国や北海道からの関与が大きくなり、市の独自性が大

きく制限されることになります。 
平成２２年度決算においては、財政再建計画に基づく市債残高の減少や地方交付税等の増な

どにより改善傾向となりましたが、今後の歳入環境の変化によっては再び悪化することも懸念

されます。 

 なお。各指標の対象範囲については後段の表５をご参照ください。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（１）－１ 実質赤字比率 ⇒ 該当無し（決算が黒字のため） 

【早期健全化基準…12.69％以上】 

【財政再生基準…20.00％以上】 

 

  

 

 

 

 実質赤字比率は、標準財政規模に占める普通会計等（本市では、一般会計と土地取得会計が

該当）の赤字額の割合を示すもので、平成２２年度決算においては、本市は黒字決算であった

ため、本比率の該当がありませんでした。 

地方公共団体の標準的な状態で収入されると見込まれる一般財源 (市税、地方交付税、

地方譲与税の合計額)の規模を標準財規模と言います（平成２２年度は約１６３億円）。 
この額は、標準的な行政活動に必要とされる一般財源の総量を示すため、主に財政分析や

財政運営の指標算出に用いられます。 
 

 

※６ 標準財政規模？ 
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（１）－２ 連結実質赤字比率 ⇒ 該当無し（連結決算が黒字のため） 

【早期健全化基準…17.69％以上】 

【財政再生基準…35.00％以上】 

※H19～21 は経過措置により 40.00％、H22 は 35.00％、H23 から 30.00％ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

連結実質赤字比率は、標準財政規模に占める普通会計と連結対象特別会計の赤字額の割合を

示すもので、平成２２年度決算においては、国民健康保険事業において約７億円を越える赤字

を抱えているものの、連結ベースでは黒字決算であったため、本比率の該当がありませんでし

た（表４参照）。 

 

表４ 実質収支額・資金不足・剰余額について 

（単位：千円）

歳入額（流動資産） 歳出額（流動負債） 実質収支額（資金不足・剰余額）

一般会計 31,855,238 31,294,834 ※456,465

土地取得特別会計 417 417 0

小計 31,855,655 31,295,251 456,465

水道事業会計 1,063,474 73,520 989,954

公共下水道事業会計 183,583 27,292 156,291

特定環境保全公共下水道事業特別会計 158,179 158,179 0

個別排水処理施設整備事業特別会計 30,687 30,687 0

小計 1,435,923 289,678 1,146,245

国民健康保険事業特別会計 7,183,395 7,929,559 ※-746,164

国民健康保険診療所特別会計 136,842 129,560 7,282

老人保健特別会計 2,498 1,902 596

後期高齢者医療特別会計 573,893 560,550 13,343

介護保険事業特別会計 3,787,679 3,730,946 56,733

介護サービス事業特別会計 81,175 78,086 3,089

小計 11,765,482 12,430,603 -665,121

45,057,060 44,015,532 937,589合　　　　　計

会　　　　　計　　　　　区　　　　　分

普通会計

公営企業会計

公営企業会計
以外の特別会計

 

※括弧内の流動資産・流動負債は公営企業(法適用)会計分 

※一般会計の実質収支額は、翌年度繰越分 103,939千円を控除したもの 
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（１）－３ 実質公債費比率  ⇒ １１．９％ 道内３５市中 １３位  

                 （※平成２１年度） １２．２％ 同１１位 

【起債許可団体移行…18.0％以上】 

【早期健全化基準…25.0％以上】 

【財政再生基準…35.0％以上】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税による措置の状況を的確に反映させた一般財源に占める公債費の割合で、普通

会計のほかに、特別会計に対する繰出金、一部事務組合に対する負担金及び債務負担行為の

中で元利償還金に準ずる要素を加えて計算します。 
つまり、この指標からは、標準財政規模から交付税措置分を控除した一般財源のうち、最

終的な使途が公債費であるものの割合がわかります。 
また、この比率が１８％以上になると、市債の発行の際に都道府県知事の許可が必要とな

ります。 
 

（１）－４ 将来負担比率 ⇒ １５４．４％ 道内３５市中 ２６位  

             （※平成２１年度） １６６．１％ 同２４位 

【早期健全化基準…350.0％以上】 
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 実質公債費比率が単年度の公債費の割合であるのに対し、将来負担比率は将来の公債費予定

額の標準財政規模に対する割合を示しています。また、一部事務組合に加え、土地開発公社の

負債額を含むなど対象範囲を広げて負担額を算出することから、本指標からは今後市の一般財

源で賄わなければならない公債費の状況を把握することが出来ます。 
 
表５ ４指標の対象範囲について 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）経常収支比率 ⇒ ８８．４％ 道内３５市中 １７位 

         （※平成２１年度） ８８．８％ 同１０位 

自治体の財政にどれだけ自由に使えるお金があるのかを示す指標を経常収支比率といいま

す。経常収支比率は、市税や地方交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源（使い道

の決められていない財源）が、人件費や公債費など経常的に支出される経費にどの程度充てら

れているかを示す指標です。 
一般的には都市にあっては７５％、町村にあっては７０％程度が適当と考えられ、これを大

きく超えるとその自治体は弾力性を失いつつあるといわれています。 
 図９は、全道の平均値と実績値の推移を表わしたもので、平成１７年度以降比率は減少に転

じており、平成１９年度決算からは全道平均を下回っています。 

出典：『総務省ホームページ：http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/kenzenka/exm/pdf/080604_1_3.pdf』 
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図９ 経常収支比率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※資料：各年度決算統計 
  

 

（３）財政力指数 ⇒ ０．５４９ 道内３５市中 ７位 

（※平成２１年度） ０．５６１ 同８位 

ひとつの自治体が平均的な仕事をするために用意しなければならない財源と、実際に集める

ことができる税金は必ずしも一致しません。大まかにいうと、この平均的な仕事をするための

財源と自前の収入との比率を財政力指数といい、この指数が１未満（実際に集まる税金の方が

少ない）だと普通交付税(※

７)が交付されます。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方公共団体が平均的な仕事をするために必要な財源を保障する制度が地方交付税で

す。全国の自治体は平均的な仕事をするために、十分な税金を独自で集める力がある団体

と、そうでないところがあります。そこで、全国で集めた税金（国税）の一部をあらかじ

めプールしておいて、力の弱い団体の財政を補います（財政調整機能）。また、現在の自

治体の仕事は、国の方針、基準により義務づけされたものが多くあり、そのため、財源は

地方交付税を通じて国が保障しています（財源保障機能）。地方交付税の大半（94％）が

普通交付税で、残りの 6％が特別交付税です。特別交付税は災害などのその年の特別な事

業に対して交付されます。 

※７ 普通交付税？ 

経常収支比率の推移
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※H13 以降は減税補てん債・臨時財政対策債を含みます。 
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５ 財政再建計画  
 

 

（１）再建計画期間の経過状況 

これまでご説明した、本市の財政がおかれている

状況を端的にまとめますと、 
①自主的な財政運営の基本である市税収入の回復が

見込めない中、将来的な歳入のプラス要素を見込む

ことは難しい状況にある。 

②石狩管内他市と比較しても今なお高水準にある公

債費負担は依然として市財政の硬直化を顕著に現し

ている（図１２参照）。 

という点が挙げられます。 
 
本市では、直面する財政危機を乗り越えるため、

平成１８年度に「財政再建計画」を策定し、本計画の根幹となる｢事務事業の見直し」を基調

とした「歳入・歳出一体改革」に取り組み、平成１９年度以降実質的な黒字決算へと転換が図

られたことは、これまでの改革の成果であり、着実に財政再建の道程を歩んでいるものと言え

ます（図１１参照）。 

財政指標では財政の硬直度を示す経常収支比率の回復や、「財政健全化法」に定められた４

指標も経年変化では改善を示しているものの、引き続き高齢社会の進展等により社会保障関係

経費の増加や、臨時財政対策債を含めた地方交付税総額は平成２３年度を境に減少傾向に転じ

るなど将来的な歳入環境の好転は見込めず国の動向が不透明なこともあり、まだまだ持続可能

な財政基盤の回復には課題も多く、依然として厳しい財政運営が続くものと見込んでいます。 

今後の財政運営も決して楽観視できる状況ではなく、「中期財政見通し」に基づく市債発行

の抑制や経常的な行政経費の圧縮に努め、引き続き堅実な行財政経営を進めていかなければな

りません。 

 

図１０ 地方交付税等の決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：H23特別交付税は予算ベース 
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図１１ 財源補てんをしなかった場合の収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 管内他市比較（市民一人当たり義務的経費及び公債残高） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＰＬＡＮ
計 画

-ＤＯ
実 行

-ＣＨＥＣＫ
評 価

-ＡＣＴ
改 善

 

 現在の再建計画は、赤字再建団体の回避、更には財政収支の均

衡を図るという絶対的な命題が目標として掲げられているため、

今までの改革以上の質が求められます。 

そこで、再建計画をより実効性のあるものにするため、ＰＬＡ

Ｎ（計画）-ＤＯ（実行）-ＣＨＥＣＫ（評価）-ＡＣＴ（改善）（以

下ＰＤＣＡ）を１サイクルとするチェック体制を確立しています。 

平成２３年３月には第４次改訂版を公表し、「事務事業の見直

し」による効果額や「中期財政見直し」について、平成２１年度決算及び平成２２年度の最終

予算や平成２３年度当初予算を反映しました。 
 

※なお、再建計画の詳しい内容につきましては、別紙『石狩市財政再建計画』にて説明しております

ので、御一読頂ければと思います。 

 

 

注：H23は予算ベース 
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おわりに 
 

 
平成１６年２月に初めて「石狩市の財政 ２００３」を発行して以来、市民の

皆さんからいくつかご指摘をいただいております。 
今後も、さらにわかりやすい資料となるよう、たくさんのご意見をいただけれ

ば幸いです。 

 なお、最後になりますが、今後はより見て理解しやすい資料作りを心がけてま

いりますので、皆さんのご協力をよろしくお願いします。 
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